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 2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震においては，東京湾沿岸や利根川流域周辺など関東地

方の広範囲で液状化が発生した．特に戸建住宅の被害が集中したことが特徴であり，実効性のある液状化

対策が期待される．本論文では，今後の液状化危険度の検討のため，広域を対象とする際の地形分類に基

づく方法と比較的限られた範囲を対象とする際のボーリングデータに基づくPL法を組み合わせた算出方法

を提案し，震災での被害実態に照らし合わせ，その妥当性を確認した．  

 

     Key Words : Liquefaction, PL value, 2011 off the Pacific coast of Tohoku earthquake, Kanto resion 
 

 

 

１．はじめに 
 
 2011年東北地方太平洋沖地震では，東京湾沿岸や

利根川流域周辺等，関東地方の広い範囲で顕著な液

状化が見られた．今回の地震で特徴的な事象は，戸

建て住宅の被害が数多く生じたことである．震災直

後は，その実態が不明であったが，徐々に家屋がわ

ずかに傾いたものでも健康への影響は大きく，居住

を続けるには苦痛をともなうという深刻さが明らか

になった．また河川堤防被害も多かったというよう

な背景から，国土交通省関東地方整備局と地盤工学

会による液状化範囲・地点の詳細な調査が行われ1)，

さらには浦安市2)，千葉市，鹿嶋市，香取市，等の

住宅被害が顕著であった自治体では，液状化対策を

検討するための委員会を設け，液状化原因の解明と

対策検討が行われている．  
今後の液状化対策を検討する上では，液状化危険

度を適切に評価する必要がある．道路橋示方書3)な

どに基づく耐震設計や防災計画策定のための地震被

害想定など，液状化危険度を表す指標としてPL値が

広く適用されている．利用する際の目的からも，や

や安全側になることが多いものの，概ね妥当な結果

が得られることは広く知られている．この方法は，

ボーリングデータを必要とするので，行政機関によ

る地震被害想定・液状化危険度マップや地震直後の

リアルタイム推定のように面的な液状化危険度分布

を必要とする場合には留意する必要がある．東京ガ

スの地震防災システムSUPREME4)に代表される密な

ボーリングデータを活用できる場合は空間補間を適

用すれば精度よく評価できるが，データが乏しい場

合は精度が低くなる可能性がある． 
液状化危険度は微地形と密接な関係があるので，

微地形区分による簡易判定もしばしば行われる． 
本論文では上述のようにボーリングデータを用い

る方法，微地形区分による方法，両者を組み合わせ

る方法について検討する．2011年東北地方太平洋沖

地震における関東東部では，比較的ボーリングデー

タが整備されており，液状化被害の状況も整理され

ているので，利根川流域周辺を中心に比較・検討を

行う． 
 
２．液状化危険度の推定手法 
 
2.1 地形分類による方法 
 
 微地形区分と地震動の大きさから液状化危険度を

評価するものとしては，損害保険料率算出機構の方

法5)がある．これは，表-1に示すように液状化の可

能性から微地形を4つのグループに分類している．

文献5)で用いている微地形区分は，若松・松岡6)に

よる微地形区分とは少し異なっている．本論文では

今後の他地方での利用を見すえて，全国の250mメ

ッシュで整理されている地震ハザードステーション
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(J-SHIS)7)の微地形区分データを用いる．そのため，

表-1では，J-SHISデータに対応するように修正して

いる．4つのグループの液状化発生率は，最大速度

PGVの関数として次式で与えられる．パラメータを

表-1に，式の形状を図-1に示す． 
 
【グループ1～3（低地）】 
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ここで、P(PGV) ：液状化発生率（液状化の発生す

るメッシュの割合） 
PGV ：地表最大速度(cm/s) 
  ：標準正規分布関数 
,：ln(PGV)の平均値と標準偏差（表-1参照） 

 
【グループ4（山地・丘陵・台地）】 

0)( PGVP           (2) 

 
表-1 微地形グループと液状化発生率のパラメータ 
液状化可能

性グループ 
若松ら6)による 
微地形区分 

平均値 
λ 

標準偏差

ζ 
グループ１ 自然堤防、旧河道、砂

洲・砂丘間低地、干拓

地、埋立地、河原、河道 

3.561 0.393 

グループ２ 後背湿地、三角州・海岸

低地 

3.722 0.402 

グループ３ 谷底低地、扇状地、砂

洲・砂礫洲、砂丘 

4.014 0.469 

グループ４ 山地、山麓地、丘陵、火

山地、火山山麓地、火山

性丘陵、岩石台地、砂礫

質台地、ローム台地、

磯・岩礁 

－ － 

 

 
図-1 液状化発生率の予測式（グループ1～3）5) 

 

 パラメータは，1983年日本海中部地震と2004年新

潟県中越地震の2地震のみで決定されているため，

その点は課題としてあるものの，簡易な液状化予測

式として有用と考えられる． 
 なお，式(1)の液状化発生率は，本論文で液状化危

険度の指標とするPL値とは異なる．概ね，液状化し

やすい地形で40cm/s程度で液状化の可能性が高くな

るので，本論文では液状化発生率60%がPL値15に相

当するものとして換算して用いる． 
 
 

2.2 ボーリングデータによる方法 
 
ボーリングデータを用いる場合，液状化判定で広

く用いられている液状化指数(PL値)により予測す

る．これは，FL法およびこれを深度方向に積分した

PL法（浅いところでの重みが大きい）を用いて，液

状化危険度を表すものである． 

 
20

0
)5.010)(1( dxxFP LL

      (3) 

 ここで，xは表層からの深さ(m)，FLは液状化に対

する抵抗率(FL値)である．FLは下式によって深さ毎

に算出される． 
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  R；地盤が有する動的せん断強度比 
  L；地震時せん断応力比 
 PL値と液状化危険度は，表-2のように関係づけら

れる． 
 

表-2 液状化判定基準 

区 分 液状化の程度と対応 

    PL＝ 0 液状化発生の可能性はかなり低い

 0＜PL≦ 5 液状化発生の可能性が低い 
 5＜PL≦15 液状化発生の可能性がある 
15＜PL 液状化発生の可能性が高い 

 
 以下に手法の詳細を記す 3)． 
 
(1)地盤が有する動的せん断強度比 R 
 R は，地盤の繰返し三軸強度比 RLを用いて，以下
の補正式(5)により得られる． 
 
        R＝cwRL                                         (5) 
 
 cw は地震動の繰り返し回数（継続時間）が液状化

に大きく影響することを表すための，地震動特性に

よる補正係数である．道路橋示方書の方法では，プ

レート境界型地震では cw=1.0 としているが，2011
年東北地方太平洋沖地震のような巨大地震では，こ

れより小さい方が適切とする指摘もある例えば 8)9)．そ

こで，横浜市地震被害想定 10)で適用しているように，

時松・吉見 11)の式を用いる．これは，繰返しせん断

応力を一様振幅のせん断応力に換算する係数 rnを，

式(6)のように地震規模 M の関数として表している． 

)1(1.0  Mrn                               (6) 

 これを，式(7)で、cwに換算する．M=7.5の際に， 
cw =1.0と道路橋示方書での値と一致し，M=9.0では

cw =0.81となる．  

        

n
w r

c
65.0

                                   (7) 

 三軸強度比 RLは，次式により算出する． 
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 粒度の影響を考慮した補正 N 値(Na)は，砂質土に
ついては，東京低地部や多摩川流域のデータに基づ
く亀井ら 12)の関係を用いて，Ｎ値が小さい場合は細
粒分を多く含むことを考慮する． 
 
(2)地震時せん断応力比 L 
 地震時せん断応力比 L は次式による． 

        
'
v

v
hgd krL



    (9) 

xrd 015.00.1   

ここで， 
rd：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 
khg：設計水平震度 
v：全上載圧(kN/m2) 
v’：有効上載圧(kN/m2) 
x：地表面からの深さ(m) 

 設計水平震度は，童・山崎 13)の関係（計測震度か

ら最大加速度を予測する式）を用いて，計測震度

Ijmaから最大加速度αを算出する．  

  980/10 23.051.0  jmaI
hg g

k
     (10) 

 

2.3 地形分類とボーリングを組み合わせる方法 

 
 末冨ら 14)では，地形分類による AVS30 とボーリ

ングデータによる AVS30 を組み合わせて，各メッ

シュの AVS30 を算出している．PL 値においても，

ボーリングデータが近くにあれば，それに基づくべ

きであり，周辺になければ地形分類によらざるを得

ないという点は共通であるので，この方法を PL 値

に適用する． 
これは，次式に示すように，ボーリングデータに

よるPL値の重み付平均の式に，地形分類による項を

加えることで，ボーリングデータによるPL値と，地

形分類によるPL値を統合するものである． 
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ここで，wijはi番目のボーリングデータのj番目のメ

ッシュに対する重みであり，rijはi地点とj地点間の

距離である．この時，地形分類もメッシュjの中心

からの距離がrgのボーリングデータとして扱うこと

により，地形分類の重みwgを式(12)に示すように表

す． 

2

1

ij
ij

r
w  ， 2

1

g
g

r
w                  (12) 

図-2 に考え方を示す．文献 14)では AVS30 に対

し行っていることを，全く同じ考え方で PL 値を対

象に行う．ここで，PLj はメッシュ j の推定 PL 値，

PLi は i 地点のボーリングデータによる PL 値であり， 
PLgj は地形分類による当該メッシュの PL 値である．

この PLgjの位置を，仮想的に距離 rgとして，その重

みを表すものである． 
 

  
図-2 250mメッシュのPL値をボーリングデータの 

PL値と統合する算出法の概念 
 
2.4 ボーリングデータの整備 

「統合化地下構造データベース」15)を利用し，利
根川流域周辺の茨城県・千葉県のボーリングデータ
をダウンロードまたはデジタル化を行い整備した．  
 
３．2011 年東北地方太平洋沖地震における液状化 

危険度分布の推定と被害分布との比較 

 
3.1 2011 年東北地方太平洋沖地震における地震動 

  
PL 値の面的な分布を推定するためには，地震動分

布が必要となる．ここでは，2011 年東北地方太平洋

沖地震における観測値を補間し，250m メッシュで

の地震動分布推定を行っている末冨・福島 16)による

値を用いる．対象とする地域の 250m メッシュの最

大速度分布を図-3 に示す．対象となる利根川周辺

域は 20～50cm/s となっており，液状化しやすい地

盤では液状化が生じるような大きさである． 
 

 
図-3 最大速度分布 

PLgj

PL1

PL2

PL3

r1j

r2j

r3j

j
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3.2 液状化危険度分布の推定 
 
 図-4に示す微地形区分（J-SHISの250mメッシュ）

を用いて，2.1で述べた地形分類による地震危険度

分布の推定結果を，図-4 (a)に示す． 
 この地域は，ローム台地が広く，そこは液状化し

ておらず，推定結果もPL=0である．利根川沿いや霞

ヶ浦の周囲では，三角州・海岸低地が拡がってい

る．最大速度が40cm/sを超えているところで，危険

度が高く(PL>15)なっている．干拓地も多いが，グル

ープ1とグループ2の差異よりも，最大速度の差異の

方がPL値に影響する推定結果となっている． 
 これと，ボーリング地点でのPL値を重ねたのが図

-5(b)である．ボーリング地点の値の方が大きい傾

向にある．これに，2.3で述べた統合手法を適用し

た結果が図-5(c)である．図-5(b)で，ボーリングデ

ータが大きかったところが赤く変わり，利根川流域

でPL>15のところが広くなっている． 
 図-6(a)と図-6(b)は，国土交通省関東地方整備局

が地盤工学会の調査1)に基づきとりまとめた液状化

地点と重ねたものである．ボーリングデータと統合

した図-6(b)の方が， PL値が高いところと液状化地

点との対応がよいことがわかる． 
 

3.3 地域毎の考察 
 
 図-7に拡大図を示し○で囲んだ地区について，合

同報告書17)による被害状況や被害要因との対応につ

いて考察する． 
 

(1)鹿嶋市 
 関東地整調査 1)では図示されていないが，合同報

告書では平井地区，鹿島神宮駅周辺で噴砂が多く見

られたと記されている．平井地区については，地形

分類上，砂丘であるのでそれほど危険度は高くない

が（グループ 3），近くのボーリングデータでの PL

値が高いので，危険度は高くなっている．実際は，

砂利採取跡地での液状化である． 
鹿島神宮駅周辺は，地形分類ではローム台地とな

っている．合同報告書によれば，盛土厚 5～15mの

造成地であり，その盛土が液状化したものである． 
 

 
図-4 微地形区分（J-SHISより） 

周辺のボーリングデータが乏しかったため，実際の

地盤条件を反映できなかったものである． 
 
(2)神栖市 

北西部地区でPL>15と大きく，液状化も多く確認

されている．地形分類は，三角州・海岸低地であ

り，周辺のボーリングデータで大きなPL値となって

いる．実際は，砂利採取跡地での液状化である． 
 その少し東南の東深芝地区では比較的密にボーリ

ングデータがあり，PL値に変化が見られる．PL >15
の地点では液状化が見られており，PL値と液状化発 
 

 
 (a)PL値分布（地形分類のみによる） 

 
 (b)PL値分布（地形分類のみによる）と 

ボーリング点でのPL値 

 
(c)統合したPL値分布 

図-5 推定したPL値分布 
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(a)PL値分布（地形分類のみによる） 

 
(b)統合したPL値分布 

図-6 推定したPL値分布と液状化地点 
 
生とに相関は見られる．PL<5のエリアでも，少なか

らず，液状化が確認されている．地形分類では，砂

洲・砂礫洲であるので液状化危険度は高くならず，

液状化は砂利採取跡地で発生したものである． 
 
(3)潮来市 

 多数の液状化が確認された日の出地区で，PL値も

大きくなっている．地形分類は，三角州・海岸低地

と干拓地である．浚渫埋立造成地での連続的に広が

っている埋立砂層が広範囲に液状化したものであ

る．ボーリングは，日の出地区内になく，少し北側

のデータになっている． 
 
(4)香取市 
 小見川地区で多くの液状化が確認されており，PL

値も15を越えている．地形分類が干拓地でPGVが

40cm/s程度であることによる．戦後埋立てられた地

点である． 
 佐原市街地地区では，PL<5と小さい．旧河道の部

分でも大きくなっていないのは，PGVが20cm/s強と

小さくなっているためと考えられる（周辺にボーリ

ングデータはない）．実際は，かつて水域と湿地で

あった地点を埋め立てた地点が液状化したものであ

る． 
 
(5)稲敷市 
 結佐・六角地区で多数の液状化が確認されてお

り， PL値も大きくなっている．この地域もかつて水

域と湿地であった地点を埋め立てた地点が液状化し

たものであり，1987年千葉県東方沖地震の際にも液

状化が発生している． 

 

 上述のように，概ね液状化が確認された地点では

PL値も大きくなっている．ボーリングデータが液状

化地点周辺では乏しく（液状化後に精力的な調査が

行われているが本論文では未反映），またPGVが

40cm/s前後とPL値との関係が敏感なエリアでの推定

であることを考慮すれば，概ね整合しているものと 

考えられる．鹿嶋市・神栖市では，砂利採取跡地で

の液状化が多いが，それらは砂地盤であるので，液

状化の可能性のある地域抽出という点では矛盾して

 
図-7 PL値分布と液状化地点（拡大） 
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いないと見ることもできる． 

 これより，南の千葉県旭市でも，液状化が多数生

じている．PL<5であるにもかかわらず，液状化が生

じている点は香取市佐原市街地と同様に，PGVが小

さいことによる．実際は，鹿嶋市・神栖市同様に，

砂鉄採取跡地で液状化したものである．このような

箇所では，PGVが20cm/s強程度でも（地震動も局所

的に増幅されている可能性もある）液状化を生じる

可能性があるものと考えられる． 

 

４．まとめ 

 
以上の検討より，以下の知見が得られた． 

1) 液状化危険度を適切に評価する上では，ボーリン

グデータが重要である． 
2) ボーリングデータには粗密があることは避けられ

ないので，地形分類を合わせて用いる統合手法は，

広域での液状化危険度分布を推定するためには有

効である． 
3) 2011 年東北地方太平洋沖地震で液状化が発生した

場所は，検討手法による液状化危険度が 5 を超え

ている地点に多く，概ね本手法の結果は妥当と考

えられる． 
 
今後，他地域での展開・データベースの構築に向

けては，ボーリングデータの収集が鍵となると考え
られる．本論文では，「統合化地下構造データベー
ス」のデータを使用させて頂きました．関係各位に
感謝の意を表します． 
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A CASE-STUDY OF ESTIMATION OF LIQUAFACTION POTENCIAL IN KANTO 
REGION WITH 2011 OFF THE PACIFFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE  

 
Tsuneo OHSUMI and Iwao SUETOMI 

 
The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake caused liquefaction in broad area of the Kanto 

region such as the Tokyo Bay coastal area and the Tone River basin. Its characteristic is that many 
detached houses got damaged by this liquefaction, and now it is the urgent need to take effective 
measures to liquefaction. This paper proposes the calculation method of liquefaction potential, which 
combines the method using land classification which mainly applied to broad area and the PL method 
using borehole data which mainly applied to the limited area. Then this paper checks its validity by 
comparing the calculated results and actual damage in the Tohoku Earthquake. 
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